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lD03 イ / ベートアメリカの 読み解き方 

藤末 健三 ( 早大 ) , 0 森山幸司 ( 東工大 ) 

1. はじめに 

二 00 四年十二月、 米国の「競争力評議会」はⅠ ィ / ベートアメリカ 

(Innova 比価 enca) J と題した報告書を 発表した。 作成にあ たっては、 

産業界・学界・ 政府・労働界を 代表する四百名以上のリーダーが 集まり、 

数々の議論や 検討に十五ヵ 月を費やした。 これだけでこの 報告書にかけ 

る 米国の意気込みが 分かろうというものであ る。 

報告書の巻頭には、 「イノベーションこそが 米国の二十一世紀におけ 

る成功を決定づける 唯一の最も重要なファクタ 一であ る」という言葉が 

掲げられている。 続けて、 「我々は過去二十五年、 効率性と品質のため 

に組織を最適化してきた。 米国の次の二十五年間の 課題は、 イノベーシ 

ョンのために 社会全体を最適化することであ る。 その上で イ / ベーショ 

ンを 総合的に推進するための 数々の政策を 提言している。 イ / ベートア 

メリカにおいて、 イノベーションは、 「社会的、 経済的価値の 創造へと 

導く、 発明と洞察の 融合」と定義されている。 つまり単なる 発明や技術 

革新にとどまらず、 それに洞察を 加え、 社会や経済に 価値をもたらして 

こそ、 イノベーションであ るというわけであ る。 さらに報告書はイノベ 

ーションについて「コンピューターサイエンス、 オペレーション、 産業 

エンジニアリンバ、 数学、 マネジメント、 意思決定、 社会科学、 法科学 

のような確立した 複数の学問分野が 融合して生じるⅠ様々な 学問、 ビジ 

ネスの融合Ⅰであ る」と強調している。 

様々な分野の 知見を融合させるため、 イノベートアメリカは、 学際の 

あ り方、 企業や公的機関における 研究活動のやり 方、 を抜本的に見直す 

必要があ ると指摘。 あ る特定分野のアイデアから、 研究、 事業化へ向か 

う 直線的なイノベーションの 時代でほない、 とみているからであ る。 

この報告書に 対する筆者の 問題意識としては、 本報告書は米国だけで 

なく、 日本が進むべき 道を示しているということであ る。 また、 この五 

月にはワシントン DC にあ る競争力評議会の 事務局を訪問、 イノベーショ 

ンを巡って意見交換をする 機会にも恵まれた。 印象的な話は。 まず第一 

に、 事務局 は 中国の技術の 急激な進歩というものを 懸念していたという 

ことであ る。 特に電気機械、 航空技術、 自動車における 競争力の源泉と 

なっているスーパーコンピュータの 技術についてほ「スーパーコンピュ 

ータの技術は 現在、 日米が独占しており、 きちんと管理し 中国などに流 

れないようにしないといけない」と 力説していた。 第二に、 「日本とア 

メリカ は かつてのような、 競争関係ではなく、 補完関係になりつつあ る」 

と言っていたことであ る。 補完関係を表す 何 としては、 現在開発中の ポ 

一 イング 7 8 7 における日本企業の 製造シェアが 挙げられるであ るぅ。 

驚くべきことに、 日本企業の製造シェアは 三十五 % であ り、 主体であ る 

ボーイングのシェアの 三十五 % と同じシェアとなっている。 

以下、 具体的に米国の 産業競争力強化政策の 変遷、 ィ / ベートアメリ 

カの骨子と特徴、 そして日本が 学ぶべき点、 ほ ついて順に述べてみたい。 

2. 米国の産業競争 強廿ヒあ ㏄ほの ゑ ㍉ 8 

2. 1 r 大 俺倶 抗争力自 吉 ] 

一九七 0 年代後半より ス 深刻な不況に 見舞われる中で、 カータ一大統 

領は産業競争力の 再生に挑んだ。 七九年に米国産業技術政策に 関する教 

書、 八 0 年に『大統領競争力自書コ を 出す。 その提言は、 政府の研究開 

発 支出の増加、 政府の研究開発成果の 産業界への移転など 広範囲にわた 

るものであ った。 これを受けた 形で、 八 0 年に政府援助の 研究開発を民 

間の企業に帰属させる「バイ・ドール 法 」が施行される。 米国特許商標 

庁は．バイ・ドール 法の施行を契機に 独立会計になり、 職員の数を自由 

に増やせるようになった。 しかし 八 0 年代に入っても、 米国経済はなか 

なか復調しなかった。 八 0 年代を通して 見ると、 米国でほ輸入が 急増し、 

その貿易赤字と 財政赤字という「双子の 赤字」が進展。 製造業の生産性 

の低さによる 米国の産業競争力の 著しい低下や 経済成長の低迷などが 大 

きな問題となった。 こうした中、 八三年にレーガン 大統領は、 当時 HP 

の CE0 であ ったヤング氏を 委員長とする「産業競争力 は ついての大統 

領委員会 (President,sC0 皿 issi0n 0n Industrial C0mpetitiveness) J 

を組織した。 同委員会は八五年に 米国の競争力に 関する報告書 [ 世界的 

競争 新しい現実Ⅰを 提出。 これが通称 ニ ヤングレポートコであ る。 

2. 2 r ヤングレポート ] 

ヤングレポートはまず．国際競争力の 概念を整理している。 国際競争 

力には．①輸出力の カ としての「貿易競争力」、 ②国内経済に 限定して、 

生活水準をどう 向上させるかという「生活水準での 競争力」、 ③企業の 

世界的広がりを 視野においた「バローバル 競争力」があ るとした。 

その上で。 競争力を「一国が 国際市場の試練に 供する 財と サービスを 

どの程度生産でき、 同時にその国民の 実質収入を維持または 増大できる 

か」と定義。 生活水準に直結する、 「生活水準での 競争力」が重要とし、 

それ以降の国際競争力の 政策に反映されて い くことになる ど 述べた。 

ヤングレポートを 貫く基本姿勢 は 「諸覚国の中には 賃金を低くして 競 

争する国もあ るが、 それは米国の 選択するべき 道でな い 」というもので 

あ った。 これは、 現在の日本にも 当てはまる指摘であ る。 競争力低下の 

原因として．米国の 教育システムの 問題点を指摘。 初中等教育の 改革だ 

けでなく、 雇用者による 教育訓練の奨励 や 、 未来の技術者や 実業界での 

指導者を育成する 大学の能力強化を 提言した。 具体的には、 労働者の教 

育コストの税額控除や 職業スクールなど 産業関連人材育成の 強化、 優秀 

な工学専攻大学院生への 奨学金の増大などであ る。 

ただ、 ヤングレポートの 最大のポイントは、 知的財産権 の範囲を拡大 

する「プロパテント 政策」の提言にあ ったとわたしは 考えている。 プロ 

パテント政策においては、 海外の市場にもプロパテント 政策を広め、 不 

正コピー商品や 技術を不正使用した 商品を排除することを 提言した。 

このプロパテント 政策に基づき、 一九八八年に 知財保護の不十分な 国 

を監視する「スペシャル 三 0 一条」ができ、 そして国際協定として T I 

PS 協定が九四年に 成立した。 

木原美哉 の 「米国プロパテント 政策の検証」 ( 一九九九 ) によれば、 

プロパテント 政策を背景に、 連邦地裁への 年間特許関係出訴件数 は 一九 

八一年には八百件程度であ ったのが、 徐々に増加し、 九八年には二千二 

百件程度となっている。 また損害賠償の 額も増加している。 一例として、 

米企業が日本企業へ 特許支払請求を 出した事例を 表に示した。 

特許、 実用新案、 技術上のノウハウは、 科学や技術に 関する研究開発 

活動を通して 生まれる成果であ るが、 企業はこれらの 成果を自ら利用す 

る以外に、 権 利譲渡、 実施許諾といった 形で国際的に 取引している。 こ 

のような取引は 技術貿易と呼ばれる。 日米の技術貿易収支を 見ると、 米 

国において 八 0 年代後半から 急激に黒字が 増えていることが 分かる。 そ 
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して現在．このプロパテント 政策が中国を 襲っているのであ る。 

表 2 % 企業第による 日本企業への 特許支払 桔水 の 例 

、 ンコ ン」、 「小企業と大企業」、 「安全保障と 科学の開放性」、 「ナシ 

ョナリズムとバローバリズム」であ る。 そして別掲の 表に示すように、 

企業 金額 年次 

テキサスインスツルメン 、 ソづ 日立 約 '0 ㏄ 億 19%  年 

ハネウェル づ ミノルタ 約 120 億 1992 年 

米国人発明衣 づセガ 約 57 億 1992 年 

米国人発明衣 づ 日本の自動車 メ一 約 Ⅰ 億ドノレ 1992 年 

カー 11 社 

リー・セカンド・ フ アミリー～東芝 約 1 千万 -1 億ドル 1997 年 

出典 : 日本経済新開より 作成 

2. 3 ヤングレポートの 形 Ⅰ 

ヤングレポートは「米国の 技術力は依然として 世界の最高水準にあ る」 

とした上で、 それが結果に 反映されないのは． 「各国の知的財産の 保護 

が 不十分なためであ る」と分析、 プロ ハ テント政策の 推進を提言。 その 

後の、 大統領通商政策アクションプラン ( 一九八五年九月 ) や 、 米国通 

商代表 (USTR) の知的財産政策 ( 一九八六年四月 ) につながったと 

言えよう。 ただしヤングレポートの 提言の多くは、 いわゆる産業への 国 

家介入を意味していたため、 産業政策的な 政府の市場への 介入を好まし 

く 思わない共和党のレーガン 大統領、 プッシュ大統領の 政権 知にはほと 

んど実行に移されなかった。 

そこで産業競争力委員会のメンバーは 八六年に、 今回のパルミサー / 

レポートを作った 競争力評議会を 民間縄 絃 として創設した。 八七年には 

「ニューヤンバレポート」をまとめるなど、 精力的に競争力強化のため 

の分析を続けた。 競争力評議会 は 九一年に非営利組織に 改組され、 現在 

に 至っている。 この間，八九年にはⅠ米 M I T 産業生産性調査委員会レ 

ポート ( 通称メイド・イン・アメリカ : Made in 血 erica) J がまとめら 

れた。 このレポートでは、 日本を対象に 分析し、 日本に対する 遅れの主 

な原因として．人的資源の 軽視．学校教育の 問題点、 企業内訓練の 未 整 

「人材 (Talent) 」、 「投資 (Investment) 」、 「インフラ (Infrastructure) 」 

について数々の 政策を提言している。 

イ / ペ一 ションの「 生姐系 」 

パルミサー / レポートとヤンバレポートの 一番の差は、 プロバテント 

政策から「プロイノベーション」とでも 言 う べき政策へ転換したことで 

あ る。 イ / ベートアメリカは「イノベーションの 生態系 ( エコシステム ) 」 

と 題した一章を 割いて、 イノベーションが 発生するシステムを 説明して 

いる。 社会の数多くの 要員が様々な 分野で相互作用を 続けていくことに 

よってイノベーションが 起きる。 これは、 いわば生態系内の 現象として 

捉えられる、 という意味であ る。 つまり、 イノベーションの 発生は、 線 

形的な現象ではない、 ということだ。 線形的とは、 科学から基礎研究、 

応用研究、 製品化、 事業化といった 一直線の流れを 指す。 また、 イノベ 

ーションは、 あ らかじめ厳密なシステムがあ り、 機械的に生まれるもの 

でもない。 線形でも、 機械的でもなめことの 象徴として、 エコシステム 

という概念を 持ち出したわけであ る。 このイノベーションの エ コシステ 

ムを理解し、 効果的に推進するマネジメント 手法や計測指標は、 大学が 

開発すべきだとしている。 そうした手法を 確立することで、 イノベーシ 

コ ンに関する国家政策の 形成や企業経営の 決定のあ り方が改善されるこ 

とになる。 また、 優れたイノベーション 能力を認定するための「国家イ 

ノベーション 失 」を創設することなど 新しいアイデアを 提言している。 

イノベーションに 関連して、 ヤングレポートとの 大きな相違の 一つが軍 

事技術に関する 認識であ る。 イ / ベートアメリカでは、 軍事技術の貢献 

を評価し、 米国の基礎研究が 軍事技術研究費の 減少に伴い低調になりつ 

つあ ることを指摘している。 そして、 政府の科学技術予算の 少なくとも 

二十 % を 長期基礎研究に 振り向けることとし、 リスクが高い 研究開発に 

関しては国防予算が 貢献すべき、 としている。 

備を指摘した。 学校教育については、 基礎学力水準の 低さ、 高卒者の四 

分の三が大学教育に 対応できない、 といった問題を 取り上げていた。 

九二年に、 クリントン大統領が 選出され、 共和党政権 が終わると、 ク 

リントン政権 は積極的な産業政策へと 方針を転換し、 それまで各種の 報 

告書で指摘されてきた 考え方に沿って、 ハイテク重視の 競争力強化に 取 

0 組むこととなった。 例えば、 民間企業の研究開発に 対する政府からの 

補助金の投入、 中小企業の研究開発支援策 (SB I R) 、 軍事技術の民 

間移転などが 行われた。 このようにヤングレポートの 提案は、 プロパテ 

ントという大きな 枠組みでは受け 入れられたが、 具体的な政策について 

は 、 クリントン政権 までその実現が 持ち越されたと 言える。 

35000@ | 
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図 1  技術Ⅹ 易 収支 ( 甘 世一 % 入 ) : 、 串位 : 億円 ) 

2. 4 イ / ベートアメリカの 骨子と特 棋 
イ / ベートアメリカでは、 イノベーションの 新しい形態を 八つに分け 

て、 分析している。 八つとは、 「利用者と生産者によるイノベーション」、 

「知的財産の 占有と公的な 側面」、 「製造とサービス」、 「確立された 

分野と複数分野の 研究プロバラム」、 「公的部門と 民間部門の イ / ベ一 

図 2  イノベーションの 生態系 (X コシステム ) 

出所 : 米国競争力評議会 

この点は、 民間研究開発を 重視し、 知的財産権 を武器に競争力強化を 

目指すことを 提案したヤングレポートと 大きく異なっている。 ヤングレ 

ポートにおいては、 軍事技術に関して「国防省と 航空宇宙局はその 研究 

成果のうち、 民間活動に適用できるものを 相互に共用できるように、 特 

別の努力を払 う 必要があ る」と指摘した 程度であ った。 その後、 現実に 

は、 軍事技術の民間移転が 進み、 インターネットや LIPS など軍事関連 

技術が民需に 転用された。 イ / ベートアメリカはこうした 現実を評価し、 

軍事技術の貢献を 評価したものとみられる。 

人材育成の強打 

ヤングレポートに 引き続き、 パルミサー / レポートにおいても、 r 人 

材 問題」が最初の 政策目的に挙げられている。 これは、 米国が人材を 重 

要視していると 同時に、 イノベーションを 担う理工系の 人材不足が深刻 

になっていることを 示している。 日本よりはるかに 好条件下にあ るにも 

かかわらず、 高齢化問題と、 それがもたらす 人材不足へ危機意識を 強く 

持っている占が 印象的であ る。 提示されている 対策も、 学校教育から 同 
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時 多発テロ事件以後の 移民規制強化による 弊害是正や年金問題の 解決ま 

で、 実に広範な分野にまたがっている。 特に政策の中に「社会人の 大学 

院による再教育」を 掲げていることは、 非常に重要であ る。 わたしも、 

社会人がいつでも 大学院などで 学べる生涯教育環境の 整備を政策に 掲げ 

ている。 数年前、 マサチューセッツ 工科大学の半導体設計技術の 準教授 

と会って話し 込んだとき、 彼が「自分の 研究室で博士を 取った学生の 三 

分の一が金融機関に 就職してしまう。 せっかく技術を 教育しているのに 

それが社会に 活かされない」と 悩んでいたことを 思い出す。 米国の科学 

や技術は、 世界中の頭脳を 集めることにより 維持されている。 しかし、 

同時多発テロ 事件以降、 米国の移民規制や 社会に広がっている 外国人排 

斥運動の影響により、 優秀な頭脳が 集まらなくなりつつあ る。 イ / ベー 

トアメリカは、 こうした状況に 善 告を発している。 二 000 年の段階で、 

全米国大学院の 理工系博士課程に 在籍していた 学生のちょうど 半分は米 

国人ではなかった。 ただし、 博士号を採った 学生のうち、 七割がそのま 

ま米国で就職した。 この数字からも、 米国の科学や 技術がいかに 海外の 

頭脳に支えられているかが 分かる。 わが国も、 少子化に伴う 労働人口の 

減少．理工系離れの 進展を考えると、 留学生や覚国人技術者の 受け入れ 

を促進する必要があ る 

表 2 イノベーションアメリカの 提言そのⅠ人的資源の 確保 

(1) イノベーション 成長戦略に対する 国家的コンセンサスの 形成 
  大統領府を通じて 連邦レベルでのイノベーション 戦略を制定 

  イノベーション 政策の実行とイノベーション 主導成長の実現に 

向け、 国家・地域間の 連携を触発する。 

  イノベーションをより 効率的に理解・ 管理するため．新しい 指標 

を開発する。 

  素晴らしいイノベーション 業績を認識するため、 「米国 イ / ベ一 

ション 賞 (National Innovation Prizes) 」を創設する。 

(2) 21 世紀の知的財産体制を 構築 
  特許審査の全過程において 質を確率する。 

  特許データベースをイノベーションのためのツールとして 活用 

  協力的な標準設定のべスト・プラクティスを 策定する。 

(3) 米国の製造業の 能力強化 
  共有施設やコンソーシアムを 含めた、 「優良生産センター 

(Centers for Production Excellence) 」を創設する。 

  互換性のあ る製造・物流システムのために 産業界主導の 標準開発 

を助長する。 

  中小企業を第一線の 製造パートナ 一に引き上げるため、 「 イ / ベ 

一 ション普及センター (Innovation Extension Center) 」を創設 

  産業界主導の R&D 優先事項ロードマップを 拡張する。 

(4) ヘルスケアを 試金石とした 2@ 世紀のイノベーションインフラの 構 

築 

て 総合科学技術会議が 設置されたが、 全体を見渡した 上で、 省庁間の調 

整が行われているとは 言えない。 イノベーションについては、 担当省庁 

ばらばらで、 医療分野は厚生労働省、 教育分野は文部科学 省 が個別に考 

え．お互いに 邪魔しあ っている。 興味深いのは、 イノベーションに 関す 

る税制上の優遇措置、 エンジェルのネットワークの 拡大、 自治体による 

シード技術に 対する資金支援などにより、 アーリー・ステージ ( 初期 段 

階 ) の リスク資本提供の 可用性を高めることを 求めている   占 だ。 我々か 

ら見れば、 米国は、 ベンチヤ一先進国であ る。 その米国においてすら、 

アーリーステージへの 資金供給が十分ではない、 と考えられているので 

あ る。 また、 ベンチャー育成に 限定した政策ではないが、 関連する提案 

として面白いと 思ったのは「訴訟コストの 低減」であ る。 米国では訴訟 

コストが二千姉百姉十億ドル、 国民一人あ たり八百ドルにのぼり、 所得 

税五 Z に相当する。 実際はもっと 大きいと言われており、 イノベートアメ 

リカの中でも [ 米国の訴訟社会はイノベーションを 阻害している ] と指 

摘されている。 つまり、 訴訟を避けるために、 かえって製品開発などに 

防衛的になるという 問題であ る。 医療においては 必要以上の検査が、 製 

薬や航空産業などの 製品開発においては 必要以上の安全規制が、 企業の 

開発意欲をそいでいる。 イ / ベートアメリカ は こう指摘している。 

表 3 イノベーションアメリカの 提言その 2 投資による支援 

(l)  「国家イノベーション 教育戦略」の 策定 

  米国の科学・ 工学を専攻する 大学生に対して、 民間セクタ一に 

よる税額控除可能な 奨学金「将来への 投資 (Inve 引 in the 

Future) 」を創設する   

  イ / ベーター育成のため、 R&D に関わる連邦政府省庁からの 資金 

援助により、 新たに 5,000 人分の移動通算可能な 大学院生向け 

の 奨学金を創設する   

  「専門科学修士」 ( 科学と経済学を 同時に修了する 修士号 ) と訓 

統制度を全州立大学に 拡大する   

  世界中から最も 優秀な科学・ 工学専攻の学生を 集めるため、 入 

管制度を改革し、 米国の大学研究機関を 卒業した外国人科学 

者 ・工学者に就労許可を 与える   

(2) 次世代 イ / ベータ一の触発 

  小・中・ 高 ・大学教育において、 問題解決型の 学習を通じ、 創 

追約思考 法と イノベーション 能力を触発する   

  研究と実用化の 間を橋渡し出来るよう、 学生にイノベーション 

ほ ついて学習する 機会を与える   

  企業家や中小企業経営者向けのイノベーション・カリキュラム 

を 設置する。 

(3)  世界経済で成功するための 労働環境強化 
  生涯学習の機会を 通し、 労働者の柔軟性と 能力を触発 

  医療保険や年金手当ての 資産移動通算性を 高める。 

  連邦・州政府の 能力ニーズと 訓練資源をより 緊密に対応 
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    テクノロジーや 貿易が原因で 失業した人への 支援を拡大 

出所 : 米国競争力評議会 

  国際間の、 医療関連研究・ 医療サービスに 関する電子的なやり 取 

りの試験プロバラムを 設置する。 

  業績べ ー スの調達契約の 利用を拡充する   

出所 : 米国競争力評議会 

強力なべンチヤ 一 推進政策 

イ / ベートアメリカは 数々のイノベーション 推進政策を打ち 出してい 

る 。 例えば、 向こう五年間で 全米に「イノベーション・ホットスポット」 

を十カ所以上設定して、 地域の資産を 活用しながら 政府・民間双方から 

のイノベーションへの 投資を誘導する。 イノベーションに 基づく成長を 

加速するために、 連邦政府の経済開発政策を 主導する省庁および 省庁間 

の調整を担う 協議組織を置く、 といった具合であ る。 省庁間の協議組織 

の 設置は、 わが国でもぜひ 取り入れるべきであ る。 科学技術政策にっ ぃ 

政治家も参加 

作成グループは、 三つの委員会と 七つのワーキンググループ 注 8) から 

構成されている。 わたしが感じる 日米の違 いは 「米国は、 現役の政治家 

をメンバ一に 入れていること」であ る。 当初から、 政策実行のことを 考 

え、 政治家を企画段階から 入れている。 日本であ ればお得意の「審議会」 

が置かれ、 そこに産学の 代表が出てきて、 議論をする。 ただし実際には、 

初めから役所がほとんどの 資料を作っていることが 多い。 イ / ベートア 

メリ力作成グループの 事務局は政府ではなく、 競争力評議会という 非営 

利組織であ る。 このため、 民間企業からの 寄附などで運営されている。 

このような非営利組織が 政策を大々的にうちだせることが 米国の強さで 

はないかと思われる。 わが国も非営利組織による 政策立案などをもっと 

進める必要を 感じる。 
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日本が学ぶべき 点 

イ / ベートアメリカを 踏まえ、 我が国をみれば、 同報告書が指摘する 

「情報化」や「高齢化」そして「バローバル 化」といった 時代背景は共 

通しており、 高齢化などのインパクトはわが 国の方が大きい。 わが国は、 

国内に鉱業資源はほとんどなく、 土地もない。 つまり、 エネルギ一のほ 

とんど全て、 食料の約六割を 輸入に頼らなくてはならず、 付加価値を生 

み 出し、 外貨を稼ぐことが 必要であ る。 現在は輸出の 九割が工業製品、 

具体的には自動車と 電機製品であ り、 これらがわが 国を支えているとい 

っても過言ではない。 土地も資源もないわが 国が二 + 一世紀を生き 延び 

るには、 イノベートアメリカで 言うところの「イノベーション」、 つま 

り新しいィ寸 加 価値を創出するしかない。 そのためには、 明確な目標を 定 

めて、 人材の育成、 産官学の連携、 選択と集中の 舵取りなど、 国際社会 

で生き抜くための「独自の 国家戦略Ⅰを 推進しなければならない。 

表 4  イノベーションアメリカの 提言その 3 インフラの整備 

(1) 先端的・学際的領域研究の 再活性化 
  連邦省庁の R&I) 予算の俺を「イノベーション 加速」助成金に 再分 

配し、 リスクの高い 研究を触発する。 

  国防省の R&D 予算の 20% を長期的研究に 振り分け、 かつ同省が基礎 

研究に果たしてきた 役割を復活させる。 

  国家レベルでの 活力あ る R&D ポートフォリオを 構築するため、 物理 

学・工学への 支援を強化する。 

  R&O 税額控除を恒久化・ 再構築し、 産学連携研究にも 適用するよ う 

法制化する。 

(2) 企業家経済の 活性化 
  地域資産を活用し、 民間の投資を テコ とする、 イノベーション 拠点 

を向こう 5 年間で 10 箇所開設する。 

  イノベーションをべ ー スとする成長促進のため、 連邦レベルでの 経 

済開発政策とそのプロバラムを 調整する主管省庁及び 省庁間協議 

会を指名する。 

  税 インセンティ プ 、 エンジェルネットワークの 拡大、 州政府と民間 

の シード資本資金により、 早期段階のリスク 資金の利用可能性を 広 

げ ろ   

(3) リスクをいとむない、 長期的な投資の 強化 
  長期的な価値創造に 報いるよう、 民間セクタ一のインセンティ プと 

報酬の構造を 調整する。 

  無形資産の自発的情報公開を 促進するため、 セーフハーバ 一条項を 

設定する。 

  不法行為訴訟にかかる 費用を GDP の㍑から㍑に 引き下げる   

  「金融市場仲介委員会 (Financia@  Markets  Intermediary 

Co ㎜ ittee) 」を召集し   リスクをいとむない 新しい規制のインパク 

ト を評価する。 

出所 : 米国競争力評議会 

国家ピジョンを 決める 

国家のビジョンとは、 将来のあ るべきわが国の 姿を示すべきものであ 

り、 言い換えれば 国の目標を示すものであ る。 例えば、 あ る時期までの 

一人当たり所得、 技術力、 財政赤字の額、 などであ る。 ビジョンは、 国 

家運営の大きな 羅針盤となり、 国家の舵取りへの 大きな影響を 及ぼす。 

そして、 このビジョンを 達成するために、 国 ( 政府 ) は国家戦略を 作り、 

これに基づき、 ヒト、 カネ、 モノ、 情報、 時間など国の 資源に関して、 

いつどのぐらい 投入するかという 判断を下していく。 ビジョンの価値観 

を国民が共有することにより、 国はその求心力を 高められる。 第二次世 

界大戦まで、 日本は「富国強兵」をビジョンに 動いていたと 言えよう。 

ただし強兵は 手段であ ったが目標とは 言えなかった。 戦後の高度経済成 

長期は、 強兵は無くなったが、 依然として「富国」が 大きなビジョンだ 

った。 今こそ時代に 流されない長期的な 高い目標をセットしなければな 

らない。 もし、 ビジョンを現状の 延長でセットしたならば、 それはなに 

も チャレンジするものもなく、 国 ( 企業 ) の理想像を示すものでもなく 

なっている。 ビジョンはその 国 ( 企業 ) の 志 ともいえ、 その志の大小は 

国の長期的な 成長に大きく 影響する。 

イ / ペ一 シヨンの 戟憶 

わが国も、 日本ならではのイノベーションシステムを 分析した上で、 

各種の政策を 打ち出す必要があ る。 イノベーションは 日本で「技術革新」 

と 訳されている。 これは一九五八年の 経済白書で イ / ベージョンが「技 

術革新」と誤訳され、 それが今まで 続いているためであ る。 そもそも経 

済学の大家、 ヨ ゼフ・シュンペーターが 一九一二年に、 経済発展のカギ 

は「新結合 ( 英訳すればイノベーション ) 」であ る、 と唱えたときから、 

その定義はかなり 広かった。 新結合には、 技術革新だけではなく、 新し 

い製造方法．新しい 原材料の使用、 新しい市場の 発見、 新しい組織体系 

の 採用などが含まれる。 

わたしは、 イノベーションを 技術革新と誤訳したことが、 日本人のイ 

ノベーションを 技術に閉じ込め、 日本の企業、 経営、 事業の「 創新 」を 

大幅に遅らせることになったと 考えている。 そろそろイノベーションの 

訳を変える時ではなかろうか。 国際的なイノベーション 政策を見てみる 

と 、 イノベーションを 起こす企業は、 世界規模で活動しており、 それぞ 

れの本拠地を 置く国の政府に 対して、 他国で得られた 経験を基盤にイノ 

ベーションを 促進するための 政策を求め、 そして政府もまたそれに 応え、 

政策を改善するという「イノベーション 政策の共進化」が 起きている。 

つまり、 他国のライバル 仝業が使っているイノベーション 政策の方がよ 

りいい場合、 企業は競争上不利な 状態に置かれてしまうため、 グローバ 

ル に競争している 企業は、 本拠地を置く 国の政府に同様な 政策を求め、 

結果として各国の 優れた政策が 互いに模倣されるという 現象が生じる。 

その意味では、 九十年代、 米国が日本の 産業政策を参考にした 一方で、 

わが国は米国から 産業政策を非難され、 産業政策から 手を引いてしまっ 

た。 わたしがこれが 大きな方向違いだったと 思う。 「産業政策よ、 再び ! 」 

とわたしは言いたい。 

戟皓 作りに予算をかける 

戦略作りに金をかけることも 必要であ る。 かつて、 わたしがⅦ T で学ん 

だ時に図書館の 棚にメイド・イン・アメリカに 関係するレポートがあ ふ 

れていた。 我々が読んでいるメイド・イン・アメリカは、 膨大な報告書 

のほんの表面だということを 知った。 例えば、 日米の自動車の 生産性を 

比較するために、 仮想自動車を 作り、 それを製造する 時の日米企業の 生 

産性を計算した 報告書などあ り、 「机上の言葉遊びに 終わっている 日本 

の報告書とは 違う」と痛感した。 Ml T 産業生産性調査委員会の 事務局 

長をしていたり チ ヤード・レスター 教授に話を聞いたことがあ るが、 プ 

ロジェクトの 経費は数億円になったとのことであ る。 この時 、 ニメート 

ルを越える厚さのレポート 群ができる理由を 知った。 日本の政府 は 「 知 

恵 にお金をかけること」をほとんどやらずに 来た。 数百万円の小さな 調 

査をシンクタンクなどに 数多く出す程度であ る。 お金をかけれぱいいと 

いうものではないが、 あ る程度のまとまった 予算を使い、 日本の産業競 

争力の基本的分析を 行う必要性を 強く感じている。 最後になったがわた 

しは今、 「企業のイノベーションを 促進する法律」を 来年の通常国会に 

議員立法として 提出しようと 準備をしている。 はたして、 うまく誕生さ 

せることができるだろうか。 
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